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(57)【要約】
　実績電力使用量に基づいて空調機１９のピーク稼働率
算出１３、外気温を考慮してそのピーク稼働率から各時
間帯の平均稼働率算出１４、（１－平均稼働率）から各
時間帯の平均余剰率算出１５、及び平均余剰率の上限を
所定値とする制御率を算出して１６、空調機１９を制御
率の分だけ省エネ制御する１７。これにより、簡易な計
算で的確な省エネを実現する空調制御システム１００を
提供する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　外気温度情報を入力する外気温度入力手段と、
　該外気温度入力手段によって入力された外気温度情報から算出された外気温度に基づい
て、冷房時には最高温度時の外気温に対する現状外気温の比率を、暖房時には最低温度時
の外気温と所定の室温との温度差に対する現状外気温と前記室温との温度差の比率を外気
温係数として算出する外気温係数算出手段と、
　冷房時の前記最高温度時の空調機の平均稼働率、及び暖房時の前記最低温度時の空調機
の平均稼働率をピーク稼働率として算出するピーク稼働率算出手段と、
　該ピーク稼働率算出手段によって算出されたピーク稼働率に前記外気温係数算出手段に
よって算出された外気温係数を乗算して各時の平均稼働率を算出する平均稼働率算出手段
と、
　該平均稼働率算出手段によって算出された平均稼働率に対して（１－平均稼働率）を平
均余剰率として算出する平均余剰率算出手段と、
　該平均余剰率算出手段によって算出された平均余剰率に対して最大値が所定値である制
御率を算出する制御率算出手段と、
　該制御率算出手段によって算出された制御率の分だけ空調機を省エネ制御する空調制御
手段と
を備えることを特徴とする空調制御システム。
【請求項２】
　前記ピーク稼働率算出手段は、空調機の実績電力使用量を定格電力使用量で除算して平
均稼働率を算出するものであることを特徴とする請求項１記載の空調制御システム。
【請求項３】
　前記制御率算出手段の所定値は、０．３０から０．５０であることを特徴とする請求項
１又は２記載の空調制御システム。
【請求項４】
　コンピュータを、
　外気温度情報を入力する外気温度入力手段と、該外気温度入力手段によって入力された
外気温度情報から算出された外気温度に基づいて、冷房時には最高温度時の外気温に対す
る現状外気温の比率を、暖房時には最低温度時の外気温と所定の室温との温度差に対する
現状外気温と前記室温との温度差の比率を外気温係数として算出する外気温係数算出手段
と、冷房時の前記最高温度時の空調機の平均稼働率、及び暖房時の前記最低温度時の空調
機の平均稼働率をピーク稼働率として算出するピーク稼働率算出手段と、該ピーク稼働率
算出手段によって算出されたピーク稼働率に前記外気温係数算出手段によって算出された
外気温係数を乗算して各時の平均稼働率を算出する平均稼働率算出手段と、該平均稼働率
算出手段によって算出された平均稼働率に対して（１－平均稼働率）を平均余剰率として
算出する平均余剰率算出手段と、該平均余剰率算出手段によって算出された平均余剰率に
対して最大値が所定値である制御率を算出する制御率算出手段と、該制御率算出手段によ
って算出された制御率の分だけ空調機を省エネ制御する空調制御手段とを備えることを特
徴とする空調制御システム
として機能させるためのプログラム。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、空調機を制御する空調制御システム及びプログラム、特に簡易な計算で的確
な省エネを実現する空調制御システム及びプログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　本発明者は、外気温度及び外気湿度から算出した現在の比エンタルピー値（空気全熱量
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）が年間気象推移データで示す比エンタルピー値の何月に相当するかを判断して、最適制
御パターンを判定し、空調機を制御するエネルギー管理システムを提案している（例えば
、特許文献１段落００３６参照。）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】国際公開第２００６／０８５４０６号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかし、上記エネルギー管理システムにおいては、１日の時間帯ごとの制御は、例えば
８月の時間帯ごとの建物の負荷を計算し、余剰率を計算するものであるので、負荷計算に
際して複雑な計算をしなければならず、また考慮すべきパラメータが多いこともあって、
実情に即した的確な省エネ制御が困難であった。
　本発明は、上記問題点に鑑み、簡易な計算で的確な省エネを実現する空調制御システム
及びプログラムを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明の空調制御システムは、外気温度情報を入力する外気温度入力手段と、該外気温
度入力手段によって入力された外気温度情報から算出された外気温度に基づいて、冷房時
には最高温度時の外気温に対する現状外気温の比率を、暖房時には最低温度時の外気温と
所定の室温との温度差に対する現状外気温と前記室温との温度差の比率を外気温係数とし
て算出する外気温係数算出手段と、冷房時の前記最高温度時の空調機の平均稼働率、及び
暖房時の前記最低温度時の空調機の平均稼働率をピーク稼働率として算出するピーク稼働
率算出手段と、該ピーク稼働率算出手段によって算出されたピーク稼働率に前記外気温係
数算出手段によって算出された外気温係数を乗算して各時の平均稼働率を算出する平均稼
働率算出手段と、該平均稼働率算出手段によって算出された平均稼働率に対して（１－平
均稼働率）を平均余剰率として算出する平均余剰率算出手段と、該平均余剰率算出手段に
よって算出された平均余剰率に対して最大値が所定値である制御率を算出する制御率算出
手段と、該制御率算出手段によって算出された制御率の分だけ空調機を省エネ制御する空
調制御手段とを備えることを特徴とする。
【０００６】
　また、前記ピーク稼働率算出手段は、空調機の実績電力使用量を定格電力使用量で除算
して平均稼働率を算出するものであることで、簡易に的確な平均稼働率を算出することが
できる。
【０００７】
　また、前記制御率算出手段の所定値は、０．３０から０．５０であることで、空調機の
稼働率を極端に下げることがないため、機器を保護することができる。
【０００８】
　また、本発明は、コンピュータを前記システムとして機能させるためのプログラムであ
る。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、簡易な計算で的確な省エネを実現する空調制御システム及びプログラ
ムを提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】図１は、本発明の一実施例による空調制御システムの構成を示す図である。
【図２】図２は、１月２月の時間別制御の例を示す図である。
【図３】図３は、３月４月の時間別制御の例を示す図である。
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【図４】図４は、５月６月の時間別制御の例を示す図である。
【図５】図５は、７月８月の時間別制御の例を示す図である。
【図６】図６は、９月１０月の時間別制御の例を示す図である。
【図７】図７は、１１月１２月の時間別制御の例を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、添付図面を参照しながら本発明を実施するための形態について詳細に説明する。
【実施例】
【００１２】
　図１は、本発明の一実施例による空調制御システムの構成を示す図である。本実施例の
空調制御システム１００は、外気温度入力部１１、外気温係数算出部１２、ピーク稼働率
算出部１３、平均稼働率算出部１４、平均余剰率算出部１５、制御率算出部１６、及び空
調制御部１７を備える。温度計１８及び空調機１９は本実施例の空調制御システム１００
を説明するために記載されている。本実施例は、空調機１９を省エネ制御する制御率を算
出して、その制御率によって空調機１９を過不足なく省エネ制御するものである。制御は
、空調機１９を所定のパターンで停止（オフ）するものでも良いし、インバータ制御する
ものでも良い。
【００１３】
　まず、外気温度入力部１１は、戸外に設置されている温度計１８から外気温度情報を入
力する。外気温係数算出部１２は、式（１）に従って外気温係数を計算する。
　　外気温係数＝Ｔ／Ｔcp　（冷房時）
　　　　　　　＝（Ｔr－Ｔ）／（Ｔr－Ｔwp）　（暖房時）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１）
　ただし、Ｔ　：現状外気温
　　　　　Ｔcp：最高外気温度（例えば８月１４時）
　　　　　Ｔr ：室温（例えば２２℃、一定と想定する）
　　　　　Ｔwp：最低外気温度（例えば２月６時）
【００１４】
　この外気温係数の具体例は図２から図７に示す。本実施例において、冷房は４月から１
１月、暖房は１２月から３月とする。ピーク稼働率算出部１３は、式（２）に従ってピー
ク稼働率を計算する。
　　ピーク稼働率＝実績電力使用量／定格電力使用量
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２）
　ただし、実績電力使用量は、冷房時最高外気温度時及び暖房時最低外気温度時の空調機
１９の実績電力使用量であり、定格電力使用量は、その空調機１９の定格電力使用量であ
る。
【００１５】
　平均稼働率算出部１４は、式（３）に従って平均稼働率を計算する。
　　平均稼働率＝ピーク稼働率×外気温係数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３）
　平均余剰率算出部１５は、式（４）に従って平均余剰率を計算する。
　　平均余剰率＝１－平均稼働率
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４）
【００１６】
　制御率算出部１６は、式（５）に従って制御率を計算する。
　　制御率＝平均余剰率　（平均余剰率＜０．４０の時）
　　　　　＝０．４０　　（平均余剰率≧０．４０の時）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５）
　このように制御率に上限を設けることで、極端に稼働率を下げることがないため、機器
を保護することができる。
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【００１７】
　空調制御部１７は、空調機１９を制御率の分だけ省エネ制御する。例えば制御率が０．
４０であれば、空調機１９を所定のパターンで４０％停止する、又は、空調機１９を定格
電力使用量の６０％の電力でインバータ制御する。
【００１８】
　図２から図７は、１年間の制御率の例を示す図である。各月の時間帯ごとの現状外気温
、室温との温度差、外気温係数、平均稼働率、平均余剰率、及び制御率の例を示す。２月
と８月には最低外気温時及び最高外気温時の消費電力量がそれぞれ１３．５（KWh）及び
１４．３（KWh）であることを示す。本実施例では、定格電力使用量は１５（KWh）である
としている。
【００１９】
　このように、本実施例は、実績電力使用量に基づいて外気温を考慮して省エネのための
制御率を算出するものであるので、簡易な計算で的確な省エネ制御をすることができ、実
際的であり極めて有益である。
【００２０】
　なお、本発明は上記実施例に限定されるものではない。
　電圧は一定と考えられるので、上記電力使用量は電流使用量で代えることができる。
　制御率算出部１６の所定値は、０．３０から０．５０の範囲でも十分に目的を達成でき
る。
【００２１】
　本発明の空調制御システムは、コンピュータを本空調制御システムとして機能させるた
めのプログラムでも実現される。このプログラムは、コンピュータで読み取り可能な記録
媒体に格納されていてもよい。
　このプログラムを記録した記録媒体は、空調制御システムのＲＯＭそのものであっても
よいし、また、外部記憶装置としてＣＤ－ＲＯＭドライブ等のプログラム読取装置が設け
られ、そこに記録媒体を挿入することで読み取り可能なＣＤ－ＲＯＭ等であってもよい。
　また、上記記録媒体は、磁気テープ、カセットテープ、フレキシブルディスク、ハード
ディスク、ＭＯ／ＭＤ／ＤＶＤ等、又は半導体メモリであってもよい。
　本明細書で引用した刊行物は、そのまま参考として、ここにとり入れるものとする。
【符号の説明】
【００２２】
　１１　外気温度入力部
　１２　外気温係数算出部
　１３　ピーク稼働率算出部
　１４　平均稼働率算出部
　１５　平均余剰率算出部
　１６　制御率算出部
　１７　空調制御部
　１８　温度計
　１９　空調機
　１００　空調制御システム
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【国際調査報告】
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